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本書での取り扱い 

 令和 3 年度一般会計歳入歳出決算を中心に説明しています。 

 原則として表及びグラフ中は表示単位未満を四捨五入しています。端数処理の関係で表及びグ

ラフの足し上げが合計と合わない場合があります。 
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決 算 規 模 

令和 3 年度の一般会計決算額は、歳入が 130 億 2,680 万 3,000 円で前年度対

比17億5,249万8,000円の減、歳出は120億6,815万2,000円で19億4,567

万 8,000 円の減となりました。 

翌年度へ繰り越すべき財源を除いた実質収支は、9 億 4,977 万円でした。 

 

 

 特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減により、歳入歳出

ともに前年度決算額を下回りましたが、依然として令和元年度以前と比較すると高い

水準となりました。 

 

(単位：千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減

歳 入 決 算 額 13,026,803 14,779,301 △ 1,752,498

歳 出 決 算 額 12,068,152 14,013,830 △ 1,945,678

歳 入 歳 出 差 引 き 958,651 765,471 193,180

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

8,881 152,177 △ 143,296

実 質 収 支 949,770 613,294 336,476
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歳 入 

一般財源では、町税が 57 億 6,588 万 9,000 円で前年度に比べ 1,593 万 1,000

円減りました。各種交付金は、株式等譲渡所得割交付金や地方消費税交付金などの増

収により 1 億 4,279 万 2,000 円増の 8 億 8,557 万 4,000 円、地方交付税は、普

通交付税が増えたことにより3億5,988万6,000円増の10億8,331万円でした。 

なお、国庫支出金は 26 億 9,406 万 2,000 円減の 22 億 1,515 万 8,000 円と

なりました。繰入金は財政調整基金や公共公益施設整備基金の取崩しが減ったことに

より 1 億 8,470 万 8,000 円減の 3 億 1,679 万 1,000 円でした。 

一方、繰越金は 2 億 5,980 万 4,000 円増の 7 億 6,547 万円、町債は臨時財政

対策債等の発行額の増により 3 億 908 万 7,000 円増の 7 億 9,455 万 9,000 円と

なりました。 

 

 

(単位：千円）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

5,765,889 44.3 5,781,820 39.1 △ 15,931 △ 0.3

63,178 0.5 62,219 0.4 959 1.5

885,574 6.8 742,782 5.0 142,792 19.2

配当割交付金 49,157 0.4 33,672 0.2 15,485 46.0
株式等譲渡所得割交付金 62,448 0.5 39,845 0.3 22,603 56.7

地方消費税交付金 649,383 5.0 595,038 4.0 54,345 9.1

1,083,310 8.3 723,424 4.9 359,886 49.7

普通交付税 1,039,890 8.0 683,601 4.6 356,289 52.1

特別交付税 43,420 0.3 39,823 0.3 3,597 9.0

2,215,158 17.0 4,909,220 33.2 △ 2,694,062 △ 54.9

728,848 5.6 689,319 4.7 39,529 5.7

316,791 2.4 501,499 3.4 △ 184,708 △ 36.8

財政調整基金 155,000 1.2 318,000 2.2 △ 163,000 △ 51.3
公共公益施設整備基金 161,511 1.2 180,400 1.2 △ 18,889 △ 10.5
ふるさと葉山みどり基金 0 0.0 2,800 0.0 △ 2,800 　皆減

765,470 5.9 505,666 3.4 259,804 51.4

794,559 6.1 485,472 3.3 309,087 63.7

臨時財政対策債 704,159 5.4 469,272 3.2 234,887 50.1

408,026 3.1 377,880 2.6 30,146 8.0

13,026,803 100.0 14,779,301 100.0 △ 1,752,498 △ 11.9
※1

※2

区　　　分

内　　　訳

分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、諸収入

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

県 支 出 金

各 種 交 付 金 ( ※ 1)

繰 入 金

町 債

そ の 他 ( ※ 2)

合 計

町 税

地 方 譲 与 税

繰 越 金

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用
税交付金、自動車取得税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

【用語の解説】 

地方譲与税：国税として徴収し、そのまま地方に譲与される税。地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税等 

地方交付税：地域間の財源の不均衡を調整するため、所得税などの一定割合を地方へ交付する税 

各種交付金：県に収入された税の一部を市町村に交付する交付金 

国県支出金：国や県から交付される補助金等の総称 

繰 入 金：基金（一般家庭の預貯金）の取崩し。財政調整基金、公共公益施設整備基金、ふるさと葉山

みどり基金等 

町 債：学校などの教育施設や消防施設、道路河川などの土木施設等を建設するための借入金 

臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するための特例的な借入金 
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歳入構造の推移 

特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減に伴い国県支出

金の割合は、前年度の 37.9％から 22.6％となりました。それに伴い、町税の割合

は 5.2㌽増え、44.3％となりました。 
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※このグラフでは繰越金を「その他」に含めています。
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その他 町債 繰入金 国県支出金

地方交付税 各種交付金 地方譲与税 町税

※このグラフでは繰越金を

「その他」に含めています。

特別定額給付
金事業が終了
し、国庫支出
金が大幅に減
っています。 

コロナ禍に
あっても町
税は 4 年連
続で57億円
台を維持し
ています。 
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町税の内訳 

町民税への新型コロナウイルス感染症の影響は限定的でした。固定資産税・都市計

画税は 3 年に 1 度の評価替えのため前年度を下回る決算額となりました。町税全体

では前年度より 1,593 万 1,000 円減の 57 億 6,588 万 9,000 円でした。 

 

町民一人あたりの町税額は 17 万 5,447 円で、前年度に比べ 207 円減りました。 

（町民一人あたりは、各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。3 年度 32,864 人、2 年度 32,916 人） 

 

町税収入と収納率の推移 

新型コロナウイルス感染症の町税に関する影響は少なく、町税全体として 57 億円

台を維持しました。 

また、収納率は徴収猶予の特例があった前年度から持ち直し 98.7％となりました。 

 

(単位：千円）

区　　分

内　　訳 決算額 構成比(％) 決算額 構成比(％) 増減額 伸率(％)

町 民 税 2,899,996 50.3 2,906,371 50.3 △ 6,375 △ 0.2

固 定 資 産 税 2,177,557 37.8 2,197,681 38.0 △ 20,124 △ 0.9

軽 自 動 車 税 52,936 0.9 50,720 0.9 2,216 4.4

町 た ば こ 税 126,511 2.2 120,860 2.1 5,651 4.7

都 市 計 画 税 508,889 8.8 506,188 8.8 2,701 0.5

合 計 5,765,889 100.0 5,781,820 100.0 △ 15,931 △ 0.3

令和３年度 令和２年度 比　　　較

2,787 2,796 2,915 2,740 2,843 2,873 2,875 2,916 2,906 2,900 

2,187 2,225 2,274 2,221 2,230 2,248 2,208 2,209 2,198 2,178 

510 516 525 514 516 519 511 511 506 509 
5,643 5,711 5,883 5,646 5,763 5,805 5,750 5,796 5,782 5,766 

93.6% 94.7%

96.4%

97.7%
98.4%

98.7% 99.0% 99.0%

98.4% 98.7%
98.1%

98.5%
99.2% 99.4% 99.5% 99.5% 99.6% 99.5%

98.8%
99.4%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

101.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

百万円
町税収入と収納率の推移

町民税 固定資産税 都市計画税

その他 町税収納率 現年課税分収納率

 3 年度 ２年度 増減 

町民一人あたり町税額 175,447 円 175,654 円 △207 円 

徴収猶予の特

例が令和 2 年

度のみで終了

したため、町税

収納率は前年

度より 0.3㌽ 

上がっていま

す。 
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歳 出 （ 目 的 別 ） 

歳出決算額は、前年度対比 19 億 4,567 万 8,000 円減の 120 億 6,815 万 2,000

円でした。増減の内訳は、民生費は子育て世帯臨時特別給付金・住民税非課税世帯臨

時特別給付金の増などにより 6 億 1,037 万 8,000 円の増、衛生費は新型コロナウ

イルスワクチン予防接種事業などにより 4 億 1,424 万 4,000 円の増となりました。 

一方、総務費は特別定額給付金給付事業の終了により 27 億 2,108 万 1,000 円

の減、商工費は持続化給付金事業の終了により 2,025 万 2,000 円の減、教育費は

小中学校の情報端末機器整備完了のため 1 億 7,729 万 1,000 円の減となりました。 

 

 

歳出構造(目的別)の推移 
特別定額給付金事業を実施した令和 2 年度を除き、民生費が占める割合が増加しま

した。 

 

（単位:千円）

        　 　     区　　分

 内　　訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

議 会 費 168,039 1.4 169,908 1.2 △ 1,869 △ 1.1

総 務 費 2,377,707 19.7 5,098,788 36.4 △ 2,721,081 △ 53.4

民 生 費 4,442,657 36.8 3,832,279 27.3 610,378 15.9

衛 生 費 1,561,349 12.9 1,147,105 8.2 414,244 36.1

農 林 水 産 業 費 77,600 0.6 43,924 0.3 33,676 76.7

商 工 費 251,867 2.1 272,119 1.9 △ 20,252 △ 7.4

土 木 費 1,204,411 10.0 1,276,853 9.1 △ 72,442 △ 5.7

消 防 費 592,079 4.9 581,971 4.2 10,108 1.7

教 育 費 862,572 7.1 1,039,863 7.4 △ 177,291 △ 17.0

災 害 復 旧 費 6,842 0.1 6,948 0.0 △ 106 △ 1.5

公 債 費 522,925 4.3 543,978 3.9 △ 21,053 △ 3.9

諸 支 出 金 104 0.0 94 0.0 10 10.6

合 計 12,068,152 100.0 14,013,830 100.0 △ 1,945,678 △ 13.9

令和３年度 令和２年度 比　　　　較
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  歳   出  （  性  質  別  ） 

物件費は電子商品券交付事業や新型コロナウイルスワクチン予防接種事業により

3 億 506 万 6,000 円の増、扶助費は子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世

帯臨時特別給付金により 7 億 3,120 万 9,000 円の増、一方、補助費等は特別定額

給付金給付事業の終了などにより 35 億 3,728 万 5,000 円の減となりました。 

投資的経費は、クリーンセンター再整備事業や葉山中学校屋内運動場外装等改修工

事などにより 6,303 万 7,000 円の増となりました。 

積立金は、公共公益施設整備基金積立金などの増により 5 億 6,493 万 4,000 円

の増となりました。 

 

 

 

（単位:千円）

         　　　　　　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸　率 ％

2,892,631 24.0 2,854,776 20.4 37,855 1.3

1,833,059 15.2 1,527,993 10.9 305,066 20.0

129,604 1.1 151,379 1.1 △ 21,775 △ 14.4

2,532,647 21.0 1,801,438 12.9 731,209 40.6

1,278,472 10.6 4,815,757 34.4 △ 3,537,285 △ 73.5

8,666,413 71.8 11,151,343 79.6 △ 2,484,930 △ 22.3

422,328 3.5 359,185 2.6 63,143 17.6

内 補 助 事 業 151,649 1.3 207,844 1.5 △ 56,195 △ 27.0

訳 単 独 事 業 270,679 2.2 151,341 1.1 119,338 78.9

6,842 0.1 6,948 0.0 △ 106 △ 1.5

429,170 3.6 366,133 2.6 63,037 17.2

522,925 4.3 543,978 3.9 △ 21,053 △ 3.9

1,186,206 9.8 621,272 4.4 564,934 90.9

120,000 1.0 172,000 1.2 △ 52,000 △ 30.2

4,000 0.0 4,000 0.0 0 0.0

1,139,438 9.4 1,155,104 8.2 △ 15,666 △ 1.4

2,972,569 24.6 2,496,354 17.8 476,215 19.1

12,068,152 100.0 14,013,830 100.0 △ 1,945,678 △ 13.9

繰 出 金

災 害 復 旧 費

公 債 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資金

貸 付 金

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

合　　　計

消
費
的
経
費

小　　計

投
資
的
経
費 小　　計

そ
の
他

小　　計

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

補 助 費 等

普 通 建 設事 業費

【用語の解説】 

人 件 費：職員の給与、職員手当、共済費や議員の報酬など 

物 件 費：旅費や消耗品・備品の購入費、施設の管理委託料など 

維持補修費：施設や設備の補修 

扶 助 費：社会保障の一環として行う医療給付や手当など 

補 助 費 等：各種団体への補助金など 

投資的経費：学校や道路などの施設整備 

公 債 費：借入金の返済 

投資及び出資金：公営事業会計などに出資する経費 

繰 出 金：特別会計への補てんなど 
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歳出構造(性質別)の推移 

特別定額給付金など新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減により補助費等

の割合が低くなり、人件費、扶助費、物件費の順となりました。 

 

扶助費の割合は、子育て世帯臨時特別給付金や住民税非課税世帯臨時特別給付 

金の支給により伸びました。 
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歳出性質別構成比の推移

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 繰出金 その他

2,723 2,594 2,588 2,752 2,691 2,721 2,698 2,797 2,855 2,893 

1,645 1,660 1,482 1,403 1,428 1,420 1,450 1,637 1,528 1,833 

1,272 1,231 1,338 1,419 1,482 1,553 1,533 1,694 1,801 
2,533 

458 411 527 839 658 608 1,250 
1,349 

4,816 
1,278 

305 290 551 411 487 528 
311 

262 

366 

4…

602 583 569 529 506 518 511 
528 

544 

523 

1,575 1,636 1,681 1,719 1,771 1,801 1,090 
1,099 

1,155 

1,139 9,176 8,848 
9,360 9,499 9,632 9,870 9,742 10,101 

14,014 

12,068 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

百万円 歳出性質別の推移

人件費 物件費 扶助費 補助費等 投資的経費 公債費 繰出金 その他

扶助費は増
加傾向にあ
ります。 



8 
 

町民一人あたりのお金の使い道 

町民一人あたりでは、367,215 円（△58,530 円）のサービスを行いました。特

別定額給付金給付事業終了の影響で減少となりました。 

 
※町民一人あたりは、各年度 1 月 1 日現在の人口で比較しています。(人口は 4 ページ参照) 

地域活動・行政運営に
77,463円、21.1％（△82,602）

高齢者・障害者(児)・児童・母子
父子家庭に

135,183円、36.8％(＋18,757）

保健・医療・環境保全に
47,509円、12.9％（＋12,660）

観光・産業の振興に
10,025円、2.7％（＋423）

道路・公園・まちづくりに
36,652円、10.0％(△2,142）

救急・防災等町民の安全安心に
18,224円、5.0％(＋332）

学校・図書館・生涯学習に
26,247円、7.1％(△5,344）

借入金の返済に
15,912円、4.3％(△614）

※ ％は構成比、( )内は前年度対比 
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                         (  )内は前年度対比 
 

収 入 

給料(町税)      288 万円(△１) 

諸手当(譲与税・交付金・国県支出金) 

          195 万円(△125) 

貯金の取崩し(基金繰入金) 

                      16 万円(△9) 

家賃(使用料・手数料など) 

           59 万円(＋15) 

親(国)からの仕送り(地方交付税) 

           54 万円(＋18) 

家の増改築などのためのローン(町債) 

           39 万円(＋14) 

 

合 計      651 万円(△88) 

支 出 

生活費(人件費)      145 万円(＋2) 

医療費(扶助費)    127 万円(＋37) 

ローンの返済(公債費)  26 万円(△１) 

家の増改築(普通建設事業費) 

            21 万円(＋3) 

子どもへの仕送り(繰出金等) 

             96 万円(△1) 

預貯金(積立金)    59 万円(＋28) 

その他の生活費(物件費など) 

          129 万円(△166) 

 

 

合 計       603万円(△98) 

 

 

 
 

葉山町の決算を家計に例えると・・・ 

葉山町の決算額を１/2,000 に縮小して、家計に置きかえてみました。 

収入は 651 万円、支出は 603 万円で 48 万円の黒字になりました。      

黒字の額は、前年度と比べると 10 万円の増でした。 
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令和 3 度末の一般会計と下水道事業会計を合わせた町全体の町

債残高は、121 億 6,300 万円でした。平成 24 年度の 144 億

2,400 万円から 22 億 6,100 万円の減となりました。 

令和 3 年度の町債借入額は 11 億 200 万円で、元金返済額の 10 億 7,900 万円

を上回り、町債残高は前年度に比べ 2,300 万円増えました。 

 

 

町債の新規借入額は元金返済額より多く、町債残高は 

増えました。 

  

 

 

 

 

5,539 5,527 5,701 5,695 5,726 5,751 5,765 5,665 5,629 5,917 

8,886 
8,527 8,192 7,919 7,642 7,334 7,017 6,759 6,511 6,246 

14,424 14,053 13,893 13,615 13,368 13,085 12,782 12,424 12,140 12,163 

552 574 

794 
667 701 687 708 

678 

790 

1,102 

941 945 955 945 947 970 
1,011 1,036 1,074 

1,079 

287 272 254 236 214 188 184 160 143 125 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2 3年度

百万円
百万円

町債の推移（全会計）

一般会計債残高 下水道事業債残高 町債借入額 元金返済額 利子返済額

借入金    ＞  元金返済額 

1,102 百万円    1,079 百万円 

16 年振りに町債残高は、

増加に転じています。 

※ 棒グラフ（左目盛）、折れ線グラフ（右目盛） 
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一般会計 
 

令和 3 年度は、臨時財政対策債(※)の借入額を社会・経済動向など先行きの不透明

さを鑑み発行可能額満額まで起債しました。また、クリーンセンター再整備工事や葉

山中学校屋内運動場外装等改修工事に充てるための事業債の借入れを行い一般会計

の町債残高は、前年度より 2 億 8,800 万円増え、59 億 1,700 万円となりました。 

一般会計の町債残高において、建設事業債は 6 億 9,900 万円で全体の 11.8％で、

臨時財政対策債の占める割合は全体の 86.6％でした。 

 
 

  

3,557 3,695 3,973 4,144 4,304 4,441 4,558 4,648 4,781 5,124 

640 525 422 361 299 236 186 146 126 
94 

1,342 1,307 1,306 1,191 1,123 1,074 1,021 871 722 
699 
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5,701 5,695 5,726 5,751 5,765 5,665 5,629 

5,917 

460 
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795 
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521 507 
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0
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2,000

3,000
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5,000

6,000

24 25 26 27 28 29 30 元 2 ３年度

百万円百万円
一般会計町債の推移

臨時財政対策債残高 その他の町債(※)残高 建設事業債残高

町債借入額 元金返済額 利子返済額

臨時財政対策債(※) 
地方一般財源の不足に対処するため、建物の建設など投資的経費以外にも充てられ

る地方財政法第５条の特例として借り入れる町債です。 

国の財源不足により地方交付税の総額が確保できないため、本来地方交付税として

交付されるべき額の一部を町が借入金で賄うもので、後年度にその元利返済金相当額

が交付税算定に反映されることになっています。 

その他の町債(※) 

 減税補てん債 

平成 6 年度以降の税制改正に伴う個人住民税の減税や平成 11 年度以降の恒久的

減税等による地方公共団体の減収額をうめるために借り入れる町債です。 

  

減収補てん債 
一部の税目について普通交付税の決定後に当該年度の基準財政収入額と税収額 

との差を精算するために借り入れる町債です。 

町債残高の 8

割以上を臨時

財政対策債が

占めています。
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下水道事業会計 
 

下水道事業会計の町債残高は、平成 24 年度の 88 億 8,600 万円から令和 3 年度

では 26 億 4,000 万円減少して、62 億 4,600 万円となりました。前年度からは 2

億 6,500 万円減りました。 

 

 

 

8,886 
8,527 

8,192 7,919 7,642 
7,334 

7,017 6,759 
6,511 6,246 

93 83 
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下水道事業債残高 借入額 元金返済額 利子返済額
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 令和 3 年度の財政調整基金の年度末残高は、前年度より２億 2,600

万円増え、12 億 2,900 万円となりました。 

 基金全体では 3 億 1,700 万円を取り崩しましたが、11 億 8,600 万円積み立て

たため、年度末残高は 30 億 5,500 万円となりました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
                                                       
 

1,012 868 907 886 869 907 796 761 1,003 1,229 

175 370 
625 672 853 

979 1,336 
1,205 

1,077 
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122 98 
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1,819 
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百万円

基金残高の推移

財政調整基金 公共公益施設整備基金 ふるさと葉山みどり基金 教育基金

基金は、一般家庭の預貯金に似ています。 

財政調整基金 

  災害などが発生し多額の費用が必要なときや財源が不足したときなどに取り崩して使い

ます。 

公共公益施設整備基金 

  学校や道路など公共施設の整備に取り崩して使います。 

ふるさと葉山みどり基金 

  緑豊かな郷土を残すため公園や緑地の保全などに取り崩して使います。 

 教育基金 

  教育の振興や教育環境の充実のために取り崩して使います。 
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借金や貯金の残高を一人あたりでみてみよう・・・ 

 令和 3 年度の町民一人あたりの借入金（借金）残高は 18 万円で、県内の市町村平

均と比べて低い水準となりました。 

 

 

令和 3 年度の町民一人あたりの基金（貯金）残高は、前年度より 27,000 円増え、

9 万 3,000 円でした。県内の町村平均と比べて低い水準となりました。 

 

※ 普通会計とは、国の基準に従って分類した統計上の会計をいいます。主に一般会計を指します。

下水道事業会計や特別会計に属するものは含まれません。 
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千円 一人あたりの借入金残高（普通会計）

葉山町 県内市町村平均 県内町村平均
※ 県及び町村平均は単純平均※ 県及び町村平均は単純平均
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千円 一人あたりの基金残高（普通会計）

葉山町 県内市町村平均 県内町村平均

※ 県及び町村平均は単純平均※ 県及び町村平均は単純平均

一人あたりの貯金の

額は前年度より増え

ています。 

一人あたりの借金の

額は前年度より増え

ています。 
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経常収支比率 

令和3年度は普通交付税や地方

消費税交付金などの収入が増えたた

め、6.8
ポイ

ント減り 83.9％となりました。 

 

 

財政力指数 

平成 21 年度以降は「１」を下回り、

13 年連続で国から普通交付税が交付されました。 

令和 3 年度は神奈川県内 33 市町村のうち 28 市町村が普通交付税の交付団体とな

りました。 
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普通交付税 葉山町 県内市町村平均 県内町村平均

※ 市町村平均及び町村平均は単純平均

人件費や扶助費などの経常的な経費に、
町税や地方交付税などの経常的な収入がど
の程度充当されたかを示すもので、この比
率が高いほど財政の硬直化が進んでいるこ
ととなります。 

6 年連続で改善!!

地方公共団体の財政力の強弱を示す

指標で、「1」を下回ると普通交付税が

国から交付されます。 
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財政健全化判断比率 

健全化判断比率は、「地方公共団体の財政の健全化に関する

法律」に基づき毎年度算出します。これらの比率が基準を超

えた場合は、早期に財政の健全化を図ることになります。 

葉山町は、いずれの比率も基準を下回りました。 

 

 
※ 令和３年度の経常収支比率及び財政健全化判断比率等は速報値のため、変動する場合があります。 

令和３年度 令和２年度
令和３年度

早期健全化基準

実 質 赤 字 比 率 赤字になっていない 赤字になっていない 13.83%

連 結 実 質 赤 字 比 率 赤字になっていない 赤字になっていない 18.83%

実 質 公 債 費 比 率 △2.5% △2.1% 25.0%

将 来 負 担 比 率 算定されない 算定されない 350.0%

資金不足
比率

下 水 道 事 業 会 計 資金不足になっていない 資金不足になっていない 20.0%

健
全
化
判
断
比
率

比率の種類

どの比率も
基準を超えて
いません。 

実質赤字比率 

 一般会計などの赤字の程度を示します。 

連結実質赤字比率 

 一般会計、特別会計、事業会計全体の赤字の程度を示します。 

実質公債費比率 

 借入金の今年度返済額(一般会計や下水道事業会計の町債の元金と利子の返済額など)の大き 

さ（資金繰りの程度）を表す指標で、３か年平均で示します。 

将来負担比率 

将来に支出しなければならない財政負担（町債の残高や退職手当の負担見込額など）の大き 

さを示す指標です。単年度にとどまらず、中・長期的な視点での財政状況を表しており、将 

来に財政を圧迫する可能性の大きさを示す指標といえます。将来の財政負担に対して充当で 

きる財源(基金や都市計画税など)の見込み額が上回ったため、比率は算定されませんでした。 

資金不足比率 

 下水道事業会計の経営状況を示す指標で、下水道事業の資金不足額（赤字）の程度を示し 

ます。 
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

令和 3 年度の国民健康保険特別会計決算額は、歳入が 35 億 3,491 万 9,000 円

で前年度対比 2 億 370 万 7,000 円の増、歳出は 34 億 6,187 万 2,000 円で２億

2,510 万 3,000 円の増となりました。 

実質収支は、7,304 万 7,000 円でした。 

 

 

 

 

 

 

 

国 民 健 康 保 険
(単位：千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減

歳 入 決 算 額 3,534,919 3,331,212 203,707

歳 出 決 算 額 3,461,872 3,236,769 225,103

歳 入 歳 出 差 引 き 73,047 94,443 △ 21,396

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 73,047 94,443 △ 21,396
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（歳入）

        　 　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 国民健康保険料 727,485 20.6 738,531 22.2 △ 11,046 △ 1.5

 ２ 使用料及び手数料 2 0.0 4 0.0 △ 2 △ 50.0

 ３ 県支出金 2,298,813 65.0 2,122,919 63.7 175,894 8.3

 ４ 財産収入 0 0.0 4 0.0 △ 4 　皆減

 ５ 繰入金 404,113 11.4 387,894 11.6 16,219 4.2

 ６ 繰越金 94,443 2.7 59,702 1.8 34,741 58.2

 ７ 諸収入 4,409 0.1 5,397 0.2 △ 988 △ 18.3

 ８ 国庫支出金 5,654 0.2 16,761 0.5 △ 11,107 △ 66.3

合　　　計 3,534,919 100.0 3,331,212 100.0 203,707 6.1

（歳出）

        　 　         区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 総務費 60,808 1.8 62,637 1.9 △ 1,829 △ 2.9

 ２ 保険給付費 2,250,758 65.0 2,080,523 64.3 170,235 8.2

 ３ 国民健康保険事業費納付金 1,000,127 28.9 1,000,210 30.9 △ 83 0.0

 ４ 共同事業拠出金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ５ 保健事業費 19,811 0.6 15,896 0.5 3,915 24.6

 ６ 基金積立金 123,001 3.6 70,004 2.2 52,997 75.7

 ７ 公債費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ８ 諸支出金 7,367 0.2 7,499 0.2 △ 132 △ 1.8

合　　　計 3,461,872 100.0 3,236,769 100.0 225,103 7.0

（単位:千円）

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

（単位:千円）

令和３年度 令和２年度 比　　　　較
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 

令和 3 年度の後期高齢者医療特別会計決算額は、歳入が 11 億 94 万円で前年度対

比 1,874 万 6,000 円の減、歳出は 10 億 3,115 万 3,000 円で 1,801 万 9,000

円の減となりました。 

実質収支は、6,978 万 7,000 円でした。 

 

 

 

 

 

 

後 期 高 齢 者 医 療
(単位：千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減

歳 入 決 算 額 1,100,940 1,119,686 △ 18,746

歳 出 決 算 額 1,031,153 1,049,172 △ 18,019

歳 入 歳 出 差 引 き 69,787 70,514 △ 727

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 69,787 70,514 △ 727
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（歳入）

        　 　             区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 後期高齢者医療保険料 635,292 57.7 631,168 56.4 4,124 0.7

 ２ 使用料及び手数料 0 0.0 3 0.0 △ 3 　皆減

 ３ 繰入金 393,869 35.8 420,561 37.6 △ 26,692 △ 6.3

 ４ 繰越金 70,514 6.4 66,517 5.9 3,997 6.0

 ５ 諸収入 1,265 0.1 1,325 0.1 △ 60 △ 4.5

 ６ 国庫支出金 0 0.0 112 0.0 △ 112 　皆減

合　　　計 1,100,940 100.0 1,119,686 100.0 △ 18,746 △ 1.7

（歳出）

        　 　             区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

１ 総務費 6,118 0.6 4,551 0.4 1,567 34.4

２ 後期高齢者医療広域連合納付金 1,023,695 99.3 1,043,353 99.4 △ 19,658 △ 1.9

３ 諸支出金 1,340 0.1 1,268 0.1 72 5.7

合　　　計 1,031,153 100.0 1,049,172 100.0 △ 18,019 △ 1.7

（単位:千円）

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

（単位:千円）

令和３年度 令和２年度 比　　　　較
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介 護 保 険 特 別 会 計 

令和 3 年度の介護保険特別会計決算額は、歳入が 31 億 3,529 万 3,000 円で前

年度対比 1 億 6,736 万 1,000 円の増、歳出は 29 億 9,793 万 7,000 円で 1 億

146 万 2,000 円の増となりました。 

実質収支は、1 億 3,735 万 6,000 円でした。 

 

 

 

 

 

介 護 保 険
(単位：千円）

区 分 令和３年度 令和２年度 増 減

歳 入 決 算 額 3,135,293 2,967,932 167,361

歳 出 決 算 額 2,997,937 2,896,475 101,462

歳 入 歳 出 差 引 き 137,356 71,457 65,899

翌年度へ繰り越す
べ き 財 源

実 質 収 支 137,356 71,457 65,899
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（歳入）

               （単位:千円）

        　 　       区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 介護保険料 632,323 20.2 617,960 20.8 14,363 2.3

 ２ 使用料及び手数料 0 0.0 1 0.0 △ 1 　皆減

 ３ 国庫支出金 703,041 22.4 625,168 21.1 77,873 12.5

 ４ 支払基金交付金 773,472 24.7 725,349 24.4 48,123 6.6

 ５ 県支出金 431,920 13.8 421,692 14.2 10,228 2.4

 ６ 財産収入 7 0.0 13 0.0 △ 6 △ 46.2

 ７ 繰入金 523,011 16.7 476,444 16.1 46,567 9.8

 ８ 繰越金 71,457 2.3 101,228 3.4 △ 29,771 △ 29.4

 ９ 諸収入 62 0.0 77 0.0 △ 15 △ 19.5

合　　　計 3,135,293 100.0 2,967,932 100.0 167,361 5.6

（歳出）

               （単位:千円）

        　 　       区 分

 内 訳 決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

 １ 総務費 61,854 2.1 64,069 2.2 △ 2,215 △ 3.5

 ２ 保険給付費 2,732,578 91.1 2,632,020 90.9 100,558 3.8

 ３ 保健福祉事業費 6,932 0.2 7,394 0.3 △ 462 △ 6.2

 ４ 地域支援事業費 134,893 4.5 137,547 4.7 △ 2,654 △ 1.9

 ５ 基金積立金 50,007 1.7 50,013 1.7 △ 6 0.0

 ６ 公債費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

 ７ 諸支出金 11,673 0.4 5,432 0.2 6,241 114.9

合　　　計 2,997,937 100.0 2,896,475 100.0 101,462 3.5

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

令和３年度 令和２年度 比　　　　較



24 
 

  



25 
 

下 水 道 事 業 会 計 

令和3年度の下水道事業会計の収益的収入の決算額は12億5,888万1,371円、

収益的支出の決算額は 10 億 8,748 万 6,723 円となりました。 

資本的収入の決算額は 6 億 1,250 万円、資本的支出の決算額は 11 億 1,458 万

754 円でした。 

 

 

 

 

（収益的収入及び支出）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

営業収益 324,821,979 25.8 322,571,682 25.2 2,250,297 0.7

営業外収益 934,059,392 74.2 954,855,432 74.7 △ 20,796,040 △ 2.2

特別利益 0 0.0 99,705 0.0 △ 99,705 　皆減

計 1,258,881,371 100.0 1,277,526,819 100.0 △ 18,645,448 △ 1.5

営業費用 978,526,146 90.0 979,007,568 89.1 △ 481,422 0.0

営業外費用 108,960,577 10.0 120,309,464 10.9 △ 11,348,887 △ 9.4

特別損失 0 0.0 0 0.0 0 0.0

計 1,087,486,723 100.0 1,099,317,032 100.0 △ 11,830,309 △ 1.1

（資本的収入及び支出）

決算額 構成比 ％ 決算額 構成比 ％ 増　減　額 伸率 ％

企業債 307,000,000 50.1 305,000,000 41.3 2,000,000 0.7

他会計出資金 120,000,000 19.6 172,000,000 23.3 △ 52,000,000 △ 30.2

補助金 185,500,000 30.3 262,000,000 35.5 △ 76,500,000 △ 29.2

計 612,500,000 100.0 739,000,000 100.0 △ 126,500,000 △ 17.1

建設改良費 542,295,193 48.7 633,507,902 53.2 △ 91,212,709 △ 14.4

固定資産購入費 0 0.0 3,443,959 0.3 △ 3,443,959 　皆減

企業債償還金 572,285,561 51.3 552,848,477 46.5 19,437,084 3.5

計 1,114,580,754 100.0 1,189,800,338 100.0 △ 75,219,584 △ 6.3

（単位:円）

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

（単位:円）

収
入

区分 科目

支
出

区分 科目

＊資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額502,080,754円は、消費税資本的収支調整額29,295,746円、当
年度損益勘定留保資金314,343,620円、繰越利益剰余金処分額158,441,388円で補てんしました。

令和３年度 令和２年度 比　　　　較

収
入

支
出
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